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(1)

3.事務事業の実績

前年度比　         （％）

国・県支出金

市債

その他特定財源

一般財源

前年度比（％）

①

②

③

④

7.事業の総合評価及び今後の方向性 所属長氏名 西部　睦人

 　防災・減災において住民への情報提供は重要であり、そのシステム管理を適切に行い、情報発信については速やかに行えるよう体制を整えます。
　防災ラジオの普及、メール加入率の増加に努めます。
　老朽化が著しい現アナログシステムのデジタル化を早急に実施するとともに、様々な方法で災害情報を入手するよう、住民の方々に広報していくこ
とも重要と考えています。

今後の方向性 １．継続 （１．継続　　２．廃止　　３．完了　　４．統合）

　防災に対する市民の関心は高く、若年層はインターネットやスマートフォンで情報収集しているが、中高年層は同報無線や防災ラジオへの依存が強
い。同報無線は聞き取りにくい場所や場合があり、どのような方法で情報を正確かつ迅速に市民へ伝えるかが課題です。
　全国的には様々な情報伝達方法や新たな情報技術が開発されていることから、それらの情報を収集して本市の実情に即した情報伝達方法を研究
していくことが必要です。

6.具体的な改善内容 改善時期 令和3年10月

　スマートフォンと同報無線の連携、エリアメールやＳＮＳ（ＬＩＮＥ）の活用など複数の情報伝達方法を研究していきます。

他自治体との比較、市民ニーズを踏まえサービスの水準を見直

す必要がないか
Yes 1 No

5.評価・課題

民間の事業（サービス）との競合はなかったか Yes 1 No

国や県の事業（サービス）との重複はなかったか Yes 1 No

4.妥当性評価　（「No」となった場合には、その理由を「5.評価・課題」に記載すること。） 評価 A

(4) 成果指標

防災ラジオ普及率

総合計画の体系の中で類似・重複した事務事業はないか Yes 1 No

達成度　（％） 102.3% 119.8% 83.8%

目標値 46 48 60

実績値 47.33 57.48 50.29

ラジオの販売数／全世帯数

目標値の設定方針 全世帯設置

平成30年度実績

52

＋

指標説明

令和元年度実績 令和2年度実績 令和3年度見込

単位： 件 評価：指標名

令和3年度見込

実績値 101 72 167 73

(3) 活動指標

指標名 防災ラジオ販売数 単位： 台

指標説明 防災ラジオの販売個数

平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績

81.4% 67.1% 234.1%

 ⑤ コストに関する増減理由
　　（R２年度実績、R３年度見込）

・令和2年度は、子局修繕及び移設撤去工事に係る費用が増加したため直接事業費が増加しました。
防災ラジオの販売台数が増加したため活動一単位当たりコストが減少しました。
・令和3年度は、防災ラジオの販売台数を元年並みと見込んだため活動一単位当たりコストが増加し
ました。

11,831,283 7,910,184 12,316,571 12,604,000

 ④ 活動一単位当たりコスト 134,963.2 109,863.7 73,751.9 172,657.5

0 0 0

0 0 0 0

58.0% 155.7% 102.3%

財源内訳

0 0 0 0

1,800,000

 ② 人件費 2,100,000 1,350,000 1,350,000 1,725,000

 ③　合計コスト　①＋② 13,631,283 7,910,184 12,316,571 12,604,000

区分 平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績 令和3年度見込

 ① 直接事業費 11,531,283 6,560,184 10,966,571 10,879,000

2.事務事業の目的
　国からの緊急情報、防災・防犯情報を同報無線、メール、防災ラジオ及びＣＡＴＶにより、
市民の方々へ伝える。

(1) 事業の実施内容(令和2年度)

・防災あんしんメールの配信システムを業務委託しました。
・同報無線の放送内容をＣＡＴＶ網を利用して放送しました（同報無線改修工事等含む）。
・同報無線の放送内容を市ホームページに掲載しました。
・令和2年度実施の移動系デジタル化については、住民と直接関わりがないため、除外してあり
ます。

 (2) 事務事業実施にかかるコスト （単位:円）

  施策体系

行政分野 ②防災・防犯 施策分類 1危機管理、2防災

総合計画上の施策名 危機管理体制強化/防災体制の充実

施策名(評価単位) 防災・防犯対策の推進

 事務事業評価表（一般事業）
2

1.事務事業の概要

  事務事業名
11-
2

防災・減災対策情報伝達事業
担当課 総務課

作成者 橘
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(1)

3.事務事業の実績

前年度比　         （％）

国・県支出金

市債

その他特定財源

一般財源

前年度比（％）

①

②

③

④

7.事業の総合評価及び今後の方向性 所属長氏名 西部　睦人

 大規模な災害では、公助が迅速に届かないことが予測されますので、新型コロナウイルス感染症が収束しているわけではありませんが、重要な施策
ですので、引き続き自主防災組織の活動強化と訓練充実を進め、自助力及び共助力を強化していきます。
　訓練内容は、初期消火訓練等の定番訓練のほか、現実に即した避難訓練の実施を提案、支援していきます。また、他の制度や地域活動事業との
相乗効果をさぐりながら、減災につながる事業を考えていきます。

今後の方向性 １．継続 （１．継続　　２．廃止　　３．完了　　４．統合）

市の補助金制度を活用した自主防災組織は３３件と徐々に増加しつつあるが、より補助金制度の周知が必要です。また、自主防災を組織している自
治会への加入離れや高齢化が防災活動の低下につながっていると考えられ、自治会・市民へ自主防災組織の必要性についての啓発が重要です。
令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、多くの訓練が中止となったため、コロナ禍でも実施可能な訓練の検討が必要です。

6.具体的な改善内容 改善時期 令和3年4月

　市連合自治会の総会において補助制度の活用を説明していますが、市防災訓練等においても自主防災訓練の必要性や制度の活用を周知するとと
もに、訓練への支援に取り組みます。また、昨年度に引き続き、自主防災組織活動マニュアルを作成し、各自治会へ配布し、各自主防災組織単位で
の訓練につながるよう取り組みます。
　コロナ禍でも実施可能な訓練として、大規模地震が発生した想定の下での屋外への避難訓練及び安否確認訓練をメインとして実施していただける
よう、マニュアル等の整備、周知を行っていきます。

他自治体との比較、市民ニーズを踏まえサービスの水準を見直

す必要がないか
Yes 1 No

5.評価・課題

民間の事業（サービス）との競合はなかったか Yes 1 No

国や県の事業（サービス）との重複はなかったか Yes 1 No

4.妥当性評価　（「No」となった場合には、その理由を「5.評価・課題」に記載すること。） 評価 A

(4) 成果指標

自主防災組織活動支援補助金活用件数

総合計画の体系の中で類似・重複した事務事業はないか Yes 1 No

達成度　（％） 44.4% 52.4% 30.8%

目標値 63 63 65

実績値 28 33 20

自主防災組織活動支援補助金を活用する組織の件数

目標値の設定方針 自主防災会を組織している自治会数

平成30年度実績

30

＋

指標説明

令和元年度実績 令和2年度実績 令和3年度見込

単位： 件 評価：指標名

令和3年度見込

実績値 44 44 14 14

(3) 活動指標

指標名 防災訓練実施自主防災組織数 単位： 件

指標説明 防災訓練を実施する自主防災組織数

平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績

93.0% 488.9% 132.2%

 ⑤ コストに関する増減理由
　　（R２年度実績、R３年度見込）

　令和2年度は、新型コロナウイルス感染症により、活動指標である実績値が減少したことと、合計
コストが増加したことにより単位当たりのコストも大幅に増加しました。

2,952,911 2,745,894 4,141,766 5,668,000

 ④ 活動一単位当たりコスト 67,338.9 62,634.0 306,197.6 404,857.1

0 0 0

0 0 0 0

93.0% 155.5% 132.2%

財源内訳

10,000 10,000 145,000 0

0

 ② 人件費 525,000 375,000 1,125,000 2,625,000

 ③　合計コスト　①＋② 2,962,911 2,755,894 4,286,766 5,668,000

区分 平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績 令和3年度見込

 ① 直接事業費 2,437,911 2,380,894 3,161,766 3,043,000

2.事務事業の目的
　自主防災組織の組織化を奨励すると共に、補助金の交付により防災訓練の実施を促進することで、
災害に強いまちを目指す。

(1) 事業の実施内容(令和2年度)
　市防災訓練実施に合わせ各自治会にて避難訓練を実施。自主防災組織への防災訓練実施補助金
を交付しました。

 (2) 事務事業実施にかかるコスト （単位:円）

  施策体系

行政分野 ②防災・防犯 施策分類 2防災

総合計画上の施策名 地域防災組織の育成強化

施策名(評価単位) 防災・防犯対策の推進

 事務事業評価表（一般事業）
2

1.事務事業の概要

  事務事業名
11-
3

地域防災・自主防災事業
担当課 総務課

作成者 橘
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(1)

3.事務事業の実績

前年度比　         （％）

国・県支出金

市債

その他特定財源

一般財源

前年度比（％）

①

②

③

④

7.事業の総合評価及び今後の方向性 所属長氏名 西部　睦人

　引き続き、非常食や資機材を計画的に補充・備蓄し、訓練をとおして資機材の取り扱いを熟知します。
　また、「洪水・土砂災害ハザードマップ」により、地域の危険度が高い災害を想定した実践に即した訓練や、市民の参加を促進する訓練の実施を進
めていくとともに、自主防災組織の機能強化や関係機関との連携強化を図っていきます。

今後の方向性 １．継続 （１．継続　　２．廃止　　３．完了　　４．統合）

　近年の災害により市民の防災意識が高揚し、防災訓練の参加人数は増加傾向にあると思われます（令和３年度から、市防災訓練の実施方法を見
直したことにより、１か所の会場に集まるという形式の防災訓練ではなくなりましたので、成果指標の変更を要します）。

6.具体的な改善内容 改善時期 令和3年8月

　消防署や消防団等の関係機関とも相談して防災資機材を充実するとともに、今後の市防災訓練ではできる限り実践に即した避難訓練等を実施しま
す。また、コロナ禍においても実施可能な訓練内容を検討します（各家庭や各自治会のような小さなコミュニティ単位で実施可能な訓練）。

他自治体との比較、市民ニーズを踏まえサービスの水準を見直

す必要がないか
Yes 1 No

5.評価・課題

民間の事業（サービス）との競合はなかったか Yes 1 No

国や県の事業（サービス）との重複はなかったか Yes 1 No

4.妥当性評価　（「No」となった場合には、その理由を「5.評価・課題」に記載すること。） 評価 A

(4) 成果指標

防災訓練参加者数

総合計画の体系の中で類似・重複した事務事業はないか Yes 1 No

達成度　（％） 116.6% 110.4% 93.7%

目標値 900 900 350

実績値 1049 994 328

開催地区における市防災訓練への参加人員

目標値の設定方針 参加人数

平成30年度実績

300

＋

指標説明

令和元年度実績 令和2年度実績 令和3年度見込

単位： 人 評価：指標名

令和3年度見込

実績値 110 132 132 132

(3) 活動指標

指標名 非常食充足率 単位： %

指標説明 備蓄非常食数／6,000食

平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績

80.0% 271.6% 41.8%

 ⑤ コストに関する増減理由
　　（R２年度実績、R３年度見込）

　令和2年度は、新型コロナウイルス感染症対策用品購入のため、直接事業費が増
加しました。

6,203,821 6,070,231 10,805,833 6,997,000

 ④ 活動一単位当たりコスト 58,334.7 46,676.0 126,756.3 53,007.6

0 0 0

0 0 0 0

96.0% 271.6% 41.8%

財源内訳

213,000 91,000 5,926,000 0

0

 ② 人件費 3,225,000 2,475,000 3,525,000 5,025,000

 ③　合計コスト　①＋② 6,416,821 6,161,231 16,731,833 6,997,000

区分 平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績 令和3年度見込

 ① 直接事業費 3,191,821 3,686,231 13,206,833 1,972,000

2.事務事業の目的 非常時の備品の確保及び整備、訓練の実施による防災意識の高揚

(1) 事業の実施内容(令和2年度) 災害時備蓄品、防災訓練関係経費

 (2) 事務事業実施にかかるコスト （単位:円）

  施策体系

行政分野 ②防災・防犯 施策分類 2防災

総合計画上の施策名 地域防災組織の育成強化

施策名(評価単位) 防災・防犯対策の推進

 事務事業評価表（一般事業）
2

1.事務事業の概要

  事務事業名
11-
4

防災資機材整備及び訓練関係
担当課 総務課

作成者 橘



（評価対象：令和 年度）
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(1)

3.事務事業の実績

前年度比　         

国・県支出金

市債

その他特定財源

一般財源

前年度比　         

　ポンプの定期運転、器具の適正使用及び点検を継続的に消防団へ指導していきます。
　消防施設の長寿命化を図るため、「事後保全型」から「予防保全型」へ転換できるよう修繕計画を検討します。

6.事業の総合評価及び今後の方向性 所属長氏名 西部　睦人

　消防団の活動を行うには、車両、ポンプ、防火水槽等は必要不可欠であり、消防団との連絡を密にし、不具合があった場合は早期に修繕や改修を行ってい
きます。また、消防施設及び消防車両の取り扱いを熟知し、維持管理をしっかり行い有事に備えます。

今後の方向性 １．継続 （１．継続　　２．廃止　　３．完了　　４．統合）

4.評価・課題

　消防施設及び消防車両の維持管理は適正にできましたが、防火水槽やポンプの修繕は経年劣化等により毎年修繕数が増加傾向にあります。引き続き、適
正な維持管理を行っていきますが、迅速かつ適正な消防活動のために消防施設の計画的な更新が必要です。

5.具体的な改善内容 改善時期 令和3年4月

令和3年度見込

実績値 15 18 16 18

(3) 活動指標

指標名 消防自動車車検台数 単位： 台

指標説明 消防団使用車両の車検の台数

平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績

76.6% 135.2% 94.2%

 ⑤ コストに関する増減理由 令和2年度は、修繕料の増加及び人件費の見直しによりコストが増加しています。

8,768,679 8,062,612 9,689,943 10,269,000

 ④ 活動一単位当たりコスト 584,578.6 447,922.9 605,621.4 570,500.0

91.9% 120.2% 106.0%

財源内訳

 ② 人件費 3,075,000 1,950,000 2,775,000 4,275,000

 ③ 合計コスト　①＋② 8,768,679 8,062,612 9,689,943 10,269,000

区分 平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績 令和3年度見込

 ① 直接事業費 5,693,679 6,112,612 6,914,943 5,994,000

2.事務事業の目的 消防施設及び消防車両の維持管理による地域防災力の向上及び維持

(1) 事業の実施内容(令和2年度)
・消防車両の車検等
・防火水槽修繕、消防車両・消防ポンプの修繕

(2) 事務事業実施にかかるコスト （単位:円）

  施策体系

行政分野 ②防災・防犯 施策分類 2防災

総合計画上の施策名 消防・救急体制の充実

施策名(評価単位) 防災・防犯対策の推進

 事務事業評価表（内部管理事務）
2

1.事務事業の概要

  事務事業名
11-
5

消防団活動等維持管理事業
担当課 総務課

作成者 橘
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(1)

3.事務事業の実績

前年度比　         

国・県支出金

市債

その他特定財源

一般財源

前年度比　         

　消防団と連携して定期点検等を実施し、車両・施設・設備の修繕等を早期に対応による維持管理を実施するとともに、自治会との協議により更新を計画的
に実施していきます。団員が不足する地区も多いため、優れた機能を持つ消防ポンプ自動車への切り替えを検討します。なお、今後は車両更新ありきではな
く、積載車においては小型ポンプのみ更新し、車両更新の場合であっても軽車両へ更新する等のコストの削減を消防団と調整のうえ実施していきます。

6.事業の総合評価及び今後の方向性 所属長氏名 西部　睦人

　市民の生命と財産を守るために引き続き、消防施設・設備等整備を実施していきますが、整備には多額のコストがかかるため、効果や必要性、種類や規
模、事業費の確保等を調査・研究していきます。また、防災及び減災のために消防団との連携及び自治会との協議、令和3年2月に策定した「第1期美濃市消
防団活性化計画」に基づき、計画的な維持管理及び更新を実施していきます。

今後の方向性 １．継続 （１．継続　　２．廃止　　３．完了　　４．統合）

4.評価・課題

　消防車両は、原則登録から20年を経過したものを更新していますが、消防施設の防火水槽や消防車庫等、消防設備の可搬ポンプ等の経年劣化が進み、
修繕等が必要なものが増加傾向にあります。令和3年2月に「第1期美濃市消防団活性化計画」を策定しました。計画に基づくとともに、消防施設や消防設備
は消防団や自治会との協議のうえ、計画性を持った更新が必要です。

5.具体的な改善内容 改善時期 令和3年4月

令和3年度見込

実績値 33 33 33 30

(3) 活動指標

指標名 消防自動車保有数 単位： 台

指標説明 8分団29部（本部分団含む）に各1台。美濃分団自動車部のみ2台保有。

平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績

235.4% 67.3% 191.6%

 ⑤ コストに関する増減理由
・令和2年度は、耐震性貯水槽を2基整備したことにより、コストが発生しましたが、元年度に
比べ消防車両の更新がなかったため直接事業費は減少しました。
・令和3年度は、消防ポンプ車を1台配備するため、コストが増加する見込みです。

4,689,160 9,938,840 2,332,900 7,988,000

 ④ 活動一単位当たりコスト 287,550.3 676,934.5 455,542.4 872,933.3

12,400,000 12,700,000 18,200,000

235.4% 67.3% 174.2%

財源内訳
4,800,000

 ② 人件費 1,950,000 1,350,000 1,350,000 1,725,000

 ③ 合計コスト　①＋② 9,489,160 22,338,840 15,032,900 26,188,000

区分 平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績 令和3年度見込

 ① 直接事業費 7,539,160 20,988,840 13,682,900 24,463,000

2.事務事業の目的 消防施設の新設、消防自動車の更新による地域防災力の向上

(1) 事業の実施内容(令和2年度)
令和2年度の車両更新はなし
耐震性貯水槽２基整備（40㎥以上：大矢田上切地区、もみじが丘地区）

(2) 事務事業実施にかかるコスト （単位:円）

  施策体系

行政分野 ②防災・防犯 施策分類 2防災

総合計画上の施策名 消防・救急体制の充実

施策名(評価単位) 防災・防犯対策の推進

 事務事業評価表（内部管理事務）
2

1.事務事業の概要

  事務事業名
11-
6

消防施設・設備等整備事業
担当課 総務課

作成者 橘
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(1)

3.事務事業の実績

前年度比　         

国・県支出金

市債

その他特定財源

一般財源

前年度比　         

　自治会等との連携や、防災フェアでの啓発活動を通じ新入団員の確保に繋げます。機能別消防団員制度を導入し、平日日中における火災等への対応強
化を図ります。
　消防団制度や器具の説明が記載されたマニュアルや映像資料等を配布する等して、団員の資質向上を図っていきます。

6.事業の総合評価及び今後の方向性 所属長氏名 西部　睦人

　共助の根幹となる消防団の円滑な運営が市民の生命と財産を守るためには重要であり、継続的に連携と支援を実施していきます。また、団員の確保につ
いて自治会等の関係機関との連携を強化します。
　令和２年度は「第１期美濃市消防団活性化計画」を策定しました。本計画に基づき、より消防団活動をしやすい環境整備に努めます。
　自主防災訓練等への消防団の参加で、市民の自助力及び共助力を向上を図り地域力を高めていきます。

今後の方向性 １．継続 （１．継続　　２．廃止　　３．完了　　４．統合）

4.評価・課題

　消防団活動の安全確保や促進のために装備品の充実を実施しました。令和2年度は、ヘッドライトを配備しました。
　団員のなり手不足や平日日中に出動できる団員不足が課題となっています。
　コロナ禍のため思うように訓練が実施できていないので、コロナ禍でも実施できる訓練内容を検討する必要があります。

5.具体的な改善内容 改善時期 令和3年11月

令和3年度見込

実績値 470 449 423 404

(3) 活動指標

指標名 消防団員数 単位： 人

指標説明 条例定数470人

平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績

105.7% 85.5% 128.3%

 ⑤ コストに関する増減理由
令和3年度は団員報酬の見直しによる直接事業費の増加と、人件費の見直しにより合計コス
トが増加しました。

33,732,700 34,054,014 27,422,265 33,602,000

 ④ 活動一単位当たりコスト 71,771.7 75,844.1 64,828.0 83,173.3

101.0% 80.5% 122.5%

財源内訳

 ② 人件費 3,525,000 2,400,000 2,400,000 3,450,000

 ③ 合計コスト　①＋② 33,732,700 34,054,014 27,422,265 33,602,000

区分 平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績 令和3年度見込

 ① 直接事業費 30,207,700 31,654,014 25,022,265 30,152,000

2.事務事業の目的 　消防団活動の活性化を図るための各種支援を行い、地域の安全と安心を確保する。

(1) 事業の実施内容(令和2年度)
　消防団に対する運営補助金の交付、ふれあい消防祭、春・秋火災予防運動、年末夜警、分団長会議・部
長会議
　令和２年度は「第１期美濃市消防団活性化計画」を策定しました。

(2) 事務事業実施にかかるコスト （単位:円）

  施策体系

行政分野 ②防災・防犯 施策分類 2防災

総合計画上の施策名 消防・救急体制の充実

施策名(評価単位) 防災・防犯対策の推進

 事務事業評価表（内部管理事務）
2

1.事務事業の概要

  事務事業名
11-
7

非常時消防維持運営事業
担当課 総務課

作成者 橘
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(1)

3.事務事業の実績

前年度比　         （％）

国・県支出金

市債

その他特定財源

一般財源

前年度比（％）

①

②

③

④

7.事業の総合評価及び今後の方向性 所属長氏名 西部　睦人

　ＡＥＤの適正な維持管理及び設置数の増加を推進するとともに、ＡＥＤの有効性と使用方法を伝える救命救急法講習会等を各関係団体と連携しなが
ら推進していきます。

今後の方向性 １．継続 （１．継続　　２．廃止　　３．完了　　４．統合）

　市公共施設へのＡＥＤは概ね設置できました。また、使用方法の普及のためには救急救命法講座等の開催回数を増加させ、受講機会の拡大が必
要ですが、令和2年度はコロナウイルス感染症拡大により、講習会の実績はありませんでした。なお、令和元年度より、各施設管理者にてＡＥＤの管理
を行うことになったため、総務課としてのＡＥＤの設置施設数は減少しています。

6.具体的な改善内容 改善時期 令和3年4月

　自主防災訓練、各種団体並びに消防団等での救急救命法講座の必要性について、会議や訓練等の際に周知していきます。

他自治体との比較、市民ニーズを踏まえサービスの水準を見直

す必要がないか
Yes 1 No

5.評価・課題

民間の事業（サービス）との競合はなかったか Yes 1 No

国や県の事業（サービス）との重複はなかったか Yes 1 No

4.妥当性評価　（「No」となった場合には、その理由を「5.評価・課題」に記載すること。） 評価 A

(4) 成果指標

ＡＥＤ講習会開催数

総合計画の体系の中で類似・重複した事務事業はないか Yes 1 No

達成度　（％） 124.0% 15.2% #DIV/0!

目標値 25 33 0

実績値 31 5 0

市内において実施されたＡＥＤ講習を含めた救急救命講座の実施回答（市実施分のみ）

目標値の設定方針 消防団訓練、自主防災組織訓練等における講習会開催数

平成30年度実績

0

＋

指標説明

令和元年度実績 令和2年度実績 令和3年度見込

単位： 回 評価：指標名

令和3年度見込

実績値 40 10 9 9

(3) 活動指標

指標名 ＡＥＤ設置施設数 単位： 施設

指標説明 ＡＥＤが設置してある施設

平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績

1730.2% 26.0% 178.9%

 ⑤ コストに関する増減理由
　　（R２年度実績、R３年度見込）

　令和2年度は、ＡＥＤ本体を8台購入したためコストが大幅に増加した令和元年度に比べ直接事業
費が減少しました。
　令和3年度は、人件費の見直しにより合計コストが増加しました。

550,872 1,705,783 472,280 999,000

 ④ 活動一単位当たりコスト 13,771.8 238,278.3 62,031.1 111,000.0

0 0 0

0 0 0 0

432.5% 23.4% 178.9%

財源内訳

0 677,000 86,000 0

0

 ② 人件費 450,000 300,000 300,000 675,000

 ③　合計コスト　①＋② 550,872 2,382,783 558,280 999,000

区分 平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績 令和3年度見込

 ① 直接事業費 100,872 2,082,783 258,280 324,000

2.事務事業の目的
　比較的市民が集まりやすい施設にＡＥＤを設置することにより、心肺蘇生法及びＡＥＤの使
用により、有事の際の人命救助に寄与する。

(1) 事業の実施内容(令和2年度) ＡＥＤの普及及び維持管理

 (2) 事務事業実施にかかるコスト （単位:円）

  施策体系

行政分野 ②防災・防犯 施策分類 2防災

総合計画上の施策名 消防・救急体制の充実

施策名(評価単位) 防災・防犯対策の推進

 事務事業評価表（一般事業）
2

1.事務事業の概要

  事務事業名
11-
8

救急救命事業
担当課 総務課

作成者 橘



（評価対象：令和 年度）
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⑴

3.事務事業の実績

前年度比　         （％）

国・県支出金

市債

その他特定財源

一般財源

前年度比（％）

①

②

③

④

7.事業の総合評価及び今後の方向性 所属長氏名 西部　睦人

　今後も防犯啓発活動を推進し、住民の防犯に対する意識を高めるとともに、引き続き、自治会のＬＥＤ型防犯灯導入を支援し、安全で安
心なまちづくりを進めます。

今後の方向性 １．継続 （１．継続　　２．廃止　　３．完了　　４．統合）

　令和２年度は前年度のLED防犯灯設置・付替え補助の要望総額をベースに予算を増額したところ、ほぼ全ての要望に対し補助を行うことができたた
め、市内におけるLED防犯灯の普及が大きく進み、また地域の防犯活動の推進に資することができました。
　一方で、要望が数多く寄せられることから、依然としてLED防犯灯の普及には遅れがあることが課題です。

6.具体的な改善内容 改善時期 令和3年7月

　自治会との連絡を密にして、補助の希望状況等を確認し、引き続き適正な予算を確保します。

他自治体との比較、市民ニーズを踏まえサービスの水準を見直

す必要がないか
Yes 1 No

5.評価・課題

民間の事業（サービス）との競合はなかったか Yes 1 No

国や県の事業（サービス）との重複はなかったか Yes 1 No

4.妥当性評価　（「No」となった場合には、その理由を「5.評価・課題」に記載すること。） 評価 A

(4) 成果指標

防犯灯・通学路灯設置台数

総合計画の体系の中で類似・重複した事務事業はないか Yes 1 No

達成度　（％） 99.3% 99.8% 100.0%

目標値 2,348 2,360 2,380

実績値 2332 2356 2379

通学路灯管理経費及び防犯灯管理補助経費で維持管理している市内全域設置数

目標値の設定方針 前年実績の1％増加

平成30年度実績

2,402

＋

指標説明

令和元年度実績 令和2年度実績 令和3年度見込

単位： 基 評価：指標名

令和3年度見込

実績値 39 43 40 36

(3) 活動指標

指標名 防犯灯設置補助金制度利用自治会数 単位： 自治会

指標説明 本事業による補助金を受けた自治会の数

平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績

89.6% 115.9% 118.2%

 ⑤ コストに関する増減理由
　　（R２年度実績、R３年度見込）

6,333,447 6,255,970 6,747,610 7,177,000

 ④ 活動一単位当たりコスト 162,396.1 145,487.7 168,690.3 199,361.1

0 0 0

0 0 0 0

98.8% 107.9% 106.4%

財源内訳

0 0 0 0

0

 ② 人件費 600,000 600,000 600,000 600,000

 ③　合計コスト　①＋② 6,333,447 6,255,970 6,747,610 7,177,000

区分 平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績 令和3年度見込

 ① 直接事業費 5,733,447 5,655,970 6,147,610 6,577,000

2.事務事業の目的
安全安心なまちづくりのため、防犯組合（自治会）の活動を支援するとともに、中濃地区防犯協会（関
署）に加盟し啓発活動を行い、防犯に対する意識を高める。

(1) 事業の実施内容(令和2年度)

・中濃地区防犯協会助成金　　　　　　 市内人口(3月末)　×　30円　＝　  619,000円
・防犯組合連合会運営補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          (123,000円)　※年度末に返還
・防犯灯設置補助金
　LED新規28基　×　20,000円　＋　LED付替え138基　×　10,000円　＝　1,940,000円
・防犯灯電気料補助金（1/2補助）　　　　　　　　　　　　　　　 　　            　 2,963,601円
・通学路灯維持管理経費（電気料・修繕料・新規設置料） 　　　　　　      　   625,009円

 (2) 事務事業実施にかかるコスト （単位:円）

  施策体系

行政分野 ②防災・防犯 施策分類 3防犯

総合計画上の施策名 地域防犯体制と市民防犯活動の推進

施策名(評価単位) 防災・防犯対策の推進

 事務事業評価表（一般事業）
2

1.事務事業の概要

  事務事業名
11-
9

防犯推進事業
担当課 総務課

作成者 早戸　誠悟
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(2)

3.事務事業の実績

前年度比　         （％）

国・県支出金

市債

その他特定財源

一般財源

前年度比（％）

①

②

③

④

7.事業の総合評価及び今後の方向性 所属長氏名 西部　睦人

　自治会は、高齢化や人口減少等により活動が低下傾向にあるため、活動への情報提供、自治会同士の連携が図れるような支援を実施して
いきます。自治会加入を奨励し、自治会による安定した地域自治を進めます。
　個々の自治会では解決できない問題も、各地区及び市全体の連合自治会で取り組むことにより解決できると考えています。

今後の方向性 １．継続 （１．継続　　２．廃止　　３．完了　　４．統合）

　自治会加入率は前年比微減の傾向はあるものの依然高い水準を維持しており、自治会による安定した地域自治が進められています。
　地域が抱える諸問題（防災、防犯、ごみ、空き家、交通安全、少子高齢化など）が年々複雑化し、自治会長の負担が増加していることに
加え、自治会長の「なり手」不足という問題も現れてきており、住民主体のまちづくりが困難とならないような支援が今後必要となってき
ます。

6.具体的な改善内容 改善時期 令和3年4月

　総務課や地域ふれあいセンターにおいて、自治会長からの相談を積極的に受け、各部署との協議や調整の支援を行うことで、自治会長の
負担を軽減します。
　自治会長の負担軽減を図るため、自治会へのチラシの配布を依頼する市の各部署及び学校並びに外部団体に対し、配布回数や配布数の削
減の呼びかけを継続して行います。

他自治体との比較、市民ニーズを踏まえサービスの水準を見直

す必要がないか
Yes 1 No

5.評価・課題

民間の事業（サービス）との競合はなかったか Yes 1 No

国や県の事業（サービス）との重複はなかったか Yes 1 No

4.妥当性評価　（「No」となった場合には、その理由を「5.評価・課題」に記載すること。） 評価 A

(4) 成果指標

自治会加入率

総合計画の体系の中で類似・重複した事務事業はないか Yes 1 No

達成度　（％） 99.9% 98.8% 98.4%

目標値 83.6 83.5 82.5

実績値 83.5 82.5 81.2

基準日：各年度4月1日

目標値の設定方針 前年度を下回らない率

平成30年度実績

81.2

＋

指標説明

令和元年度実績 令和2年度実績 令和3年度見込

単位： ％ 評価：指標名

令和3年度見込

実績値 60 68 50 55

(3) 活動指標

指標名 会議数 単位： 回

指標説明 自治会主催の会議数

平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績

88.4% 189.1% 67.4%

 ⑤ コストに関する増減理由
　　（R２年度実績、R３年度見込）

新型コロナウイルス感染症対策として実施した連合自治会による地区集会施設への空気清浄機購入
費の一部を助成する事業に対して間接補助を行ったため事業費が増加しました。

15,062,630 15,093,160 20,987,460 15,551,000

 ④ 活動一単位当たりコスト 251,043.8 221,958.2 419,749.2 282,745.5

0 0 0

0 0 0 0

100.2% 139.1% 74.1%

財源内訳

0 0 0 0

0

 ② 人件費 8,925,000 8,925,000 7,425,000 8,925,000

 ③　合計コスト　①＋② 15,062,630 15,093,160 20,987,460 15,551,000

区分 平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績 令和3年度見込

 ① 直接事業費 6,137,630 6,168,160 13,562,460 6,626,000

2.事務事業の目的
市民が主体となったまちづくりの推進を目指して、市民と行政を結ぶ地域組織である自治会とそのリー
ダーである自治会長の活動を支援します。

(1) 事業の実施内容(令和2年度)

・連合自治会の会議、研修、懇談会等の開催を支援しました。
・祭礼や地域の諸問題等に関する相談や事務手続き等の支援を行いました。
・その他自治会長が関わる自治会活動全般に対する支援を進めました。
・自治会長の日ごろの連絡活動の実費弁償として、報償金を支給しました。
　（1世帯あたり700円、市広報配布世帯数を基準）

 (2) 事務事業実施にかかるコスト （単位:円）

  施策体系

行政分野 ⑨協働・交流 施策分類 2コミュニティ

総合計画上の施策名 地域リーダーの育成

施策名(評価単位) 地域力強化の促進

 事務事業評価表（一般事業）
2

1.事務事業の概要

  事務事業名
11-
11

自治会支援事業
担当課 総務課

作成者 飯岡　大
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(2)

3.事務事業の実績

前年度比　         （％）

国・県支出金

市債

その他特定財源

一般財源

前年度比（％）

①

②

③

④

7.事業の総合評価及び今後の方向性 所属長氏名 西部　睦人

　地域づくり事業への積極的参加により、地域の絆を深め、地域のことは自分たちで解決する、自分たちで地域を守るという防災・防犯意
識の向上に貢献できる地域ふれあいセンターとなるよう、地域活動の拠点だという意識が浸透するような工夫とそれを支える人材育成が必
要です。

今後の方向性 １．継続 （１．継続　　２．廃止　　３．完了　　４．統合）

　これまでは、ふれあいセンター職員が中心となって地域事業が展開されていましたが、地域住民が主体的に事業の実施・展開に関わるようになって
きています。その結果、地域の感心も高まり、事業への参加者数も徐々に増えています。ただ令和2年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により
行事等がほとんど開催できず、実績値が前年度より大幅に減少しました。
　地域住民主体による事業展開は増えているものの、中心となって活動する市民は限られており、将来の事業展開に不安が生じています。

6.具体的な改善内容 改善時期 令和3年4月

　総務課をはじめとした市の各部署が地域ふれあいセンターの職員に対し、事業の実施等に関するさまざまな支援・助言などを行うことで、各地域に
おける事業の充実に結び付けます。
　総務課からの情報発信や情報提供を積極的に実施することにより、地域ふれあいセンター間の情報共有を進め、センター間の連携を深めます。

他自治体との比較、市民ニーズを踏まえサービスの水準を見直

す必要がないか
Yes 1 No

5.評価・課題

民間の事業（サービス）との競合はなかったか Yes 1 No

国や県の事業（サービス）との重複はなかったか Yes 1 No

4.妥当性評価　（「No」となった場合には、その理由を「5.評価・課題」に記載すること。） 評価 A

(4) 成果指標

地域ふれあいセンターの利用人数

総合計画の体系の中で類似・重複した事務事業はないか Yes 1 No

達成度　（％） 84.8% 100.0% 19.7%

目標値 13,833 13,833 13,833

実績値 11,733 13,832 2,720

地域ふれあいセンターが実施するイベント、講座などの参加者数

目標値の設定方針 過去3年間の実績の最大値

平成30年度実績

13,833

＋

指標説明

令和元年度実績 令和2年度実績 令和3年度見込

単位： 人 評価：指標名

令和3年度見込

実績値 429 430 115 430

(3) 活動指標

指標名 地域ふれあいセンター事業数 単位： 回

指標説明 地域ふれあいセンターが実施するイベント、講座など

平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績

100.1% 351.6% 30.6%

 ⑤ コストに関する増減理由
　　（R２年度実績、R３年度見込）

新型コロナウイルス感染症の影響により行事やイベントが軒並み中止となったことから比例して参
加者数も激減したため、活動一単位当たりコストが増加しました。

53,557,332 53,751,238 50,544,031 57,858,000

 ④ 活動一単位当たりコスト 124,842.3 125,002.9 439,513.3 134,553.5

0 0 0

0 0 0 0

100.4% 94.0% 114.5%

財源内訳

0 0 0 0

0

 ② 人件費 19,650,000       19,650,000 15,150,000 19,650,000

 ③　合計コスト　①＋② 53,557,332 53,751,238 50,544,031 57,858,000

区分 平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績 令和3年度見込

 ① 直接事業費 33,907,332       34,101,238 35,394,031 38,208,000

2.事務事業の目的
地域の人々が気軽に集まり、交流できる地域コミュニティの場として機能、各種団体活動などの地域に
おける活動拠点機能を充実させる。

(1) 事業の実施内容(令和2年度)

○地域の絆づくりのための各種事業の開催
　・公民館事業、子どもや高齢者を対象とした生涯学習事業、地域福祉事業等の開催
　・文化祭、軽スポーツ大会、山登りなど季節に合わせた地域イベントの開催
○各種団体の拠点
　・自治会、地域づくり事業実施団体、財産区、青少年を守る会、社会福祉協議会、子育て
　　サークル、シニアクラブ、体育振興会等

 (2) 事務事業実施にかかるコスト （単位:円）

  施策体系

行政分野 ⑨協働・交流 施策分類 2コミュニティ

総合計画上の施策名 地域ふれあいセンターの充実

施策名(評価単位) 地域力強化の促進

 事務事業評価表（一般事業）
2

1.事務事業の概要

  事務事業名
11-
12

地域ふれあいセンター運営事業
担当課 総務課

作成者 飯岡　大
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(2)

3.事務事業の実績

前年度比　         （％）

国・県支出金

市債

その他特定財源

一般財源

前年度比（％）

①

②

③

④

7.事業の総合評価及び今後の方向性 所属長氏名 西部　睦人

　老朽化が進んだ地区集会施設の改修・設備整備等の要望が増加しており、自治会と連携して、計画的改修を進めます。

今後の方向性 １．継続 （１．継続　　２．廃止　　３．完了　　４．統合）

　令和２年度は要望のあったすべての自治会の集会施設に対し、改修補助金を交付することができ、地域の活性化につなげることができま
した。
　しかし、近年建築に係る補助実績がないことから、現集会施設の老朽化等に伴う大規模改修等の要望が多くなることが予測されますの
で、その対応を検討していく必要があります。

6.具体的な改善内容 改善時期 令和3年7月

　地区集会施設の改修要望がある自治会と連絡を密にして、補助金額を事前に確認し、予算を確保します。

他自治体との比較、市民ニーズを踏まえサービスの水準を見直

す必要がないか
Yes 1 No

5.評価・課題

民間の事業（サービス）との競合はなかったか Yes 1 No

国や県の事業（サービス）との重複はなかったか Yes 1 No

4.妥当性評価　（「No」となった場合には、その理由を「5.評価・課題」に記載すること。） 評価 A

(4) 成果指標

集会場利用世帯数

総合計画の体系の中で類似・重複した事務事業はないか Yes 1 No

達成度　（％） 60.6% 77.2% 108.0%

目標値 2,028 2,028            2,028            

実績値 1229 1565 2190

本事業により改修等された集会場を利用する自治会の世帯数

目標値の設定方針 過去の実績値の最大数

平成30年度実績

2,190

＋

指標説明

令和元年度実績 令和2年度実績 令和3年度見込

単位： 世帯 評価：指標名

令和3年度見込

実績値 10 13 15 14

(3) 活動指標

指標名 補助金制度利用自治会数 単位： 自治会

指標説明 本事業による補助金を受けた自治会の数

平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績

134.4% 70.1% 114.8%

 ⑤ コストに関する増減理由
　　（R２年度実績、R３年度見込）

令和2年度は、補助金を受けた自治会数が前年に比べ増加したことから、活動一単
位当たりコストが減少しました。

2,154,696 3,763,731 3,046,338 3,264,000

 ④ 活動一単位当たりコスト 215,469.6 289,517.8 203,089.2 233,142.9

0 0 0

0 0 0 0

174.7% 80.9% 107.1%

財源内訳

0 0 0 0

0

 ② 人件費 450,000 450,000 450,000 450,000

 ③　合計コスト　①＋② 2,154,696 3,763,731 3,046,338 3,264,000

区分 平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績 令和3年度見込

 ① 直接事業費 1,704,696 3,313,731 2,596,338 2,814,000

2.事務事業の目的
防災（避難所）や地域コミュニティの拠点である地区集会施設の建設及び改修を支援し、地域
防災力や地域活性化を推進します。

(1) 事業の実施内容(令和2年度)

■地区集会施設運営補助経費
　集会施設賃貸料の30％を補助。1自治会に対して補助金を交付。  　30,000円
■地区集会施設整備事業補助経費
　13自治会に地区集会施設改修補助金を交付。
・手すり設置　　・照明LED化　　・エアコンの設置　等　　　 　1,958,338円
■立花ふれあいセンター管理経費　　　　　　　　　　　　　　　　608,000円

 (2) 事務事業実施にかかるコスト （単位:円）

  施策体系

行政分野 ⑨協働・交流 施策分類 2コミュニティ

総合計画上の施策名 協働活動拠点の整備　

施策名(評価単位) 地域力強化の促進

 事務事業評価表（一般事業）
2

1.事務事業の概要

  事務事業名
11-
13

地区集会施設運営補助事業
担当課 総務課

作成者 早戸　誠悟
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(3)

3.事務事業の実績

前年度比　         

国・県支出金

市債

その他特定財源

一般財源

前年度比　         

　県及び他市町村の動向を把握し、低入札価格制度の見直しや入札についての各種内規の作成、各種ガイドラインの制定を検討します。
　正しい入札及び契約の知識公平性の必要性について認識を深めるため職員を対象とした契約事務に関するマニュアルを作成します。
　また、新たに週休2日制工事を試行しました。

6.事業の総合評価及び今後の方向性 所属長氏名 西部　睦人

　公平性・透明性・競争性を高め、効率的な入札の実施のため、岐阜県や他市町村の状況を把握しつつ、時代に即した入札契約制度を整備（改
正）し、更なる公平性、透明性、競争性を高めます。

今後の方向性 １．継続 （１．継続　　２．廃止　　３．完了　　４．統合）

4.評価・課題

　各種法律の改正主旨に則した運用の改正を行います。
　職員が契約手続きに対する公平公正な意識を持ち、適正な積算額の設定、仕様書の作成といった契約事務への理解をより深めることが必要で
す。
　経済状況や地域の実情に即した契約関連制度の見直しを行うとともに、令和元年度に契約システムの導入し、事務処理の効率化を図っていま
す。

5.具体的な改善内容 改善時期 令和3年4月

令和3年度見込

実績値 396 438 515 453

(3) 活動指標

指標名 契約締結件数 単位： 件

指標説明 総務課契約係において締結した契約締結件数

平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績

97.1% 77.6% 113.1%

 ⑤ コストに関する増減理由
令和2年度は、総務課契約係において締結した契約締結件数が増加したため、活動一単位
当たりコストが減少しています。

6,995,039 7,510,570 6,849,195 6,814,000

 ④ 活動一単位当たりコスト 17,664.2 17,147.4 13,299.4 15,041.9

0 0 0

0 0 0 0

107.4% 91.2% 99.5%

財源内訳

0 0 0 0

0

 ② 人件費 5,625,000 5,625,000 5,325,000 5,325,000

 ③ 合計コスト　①＋② 6,995,039 7,510,570 6,849,195 6,814,000

区分 平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績 令和3年度見込

 ① 直接事業費 1,370,039 1,885,570 1,524,195 1,489,000

2.事務事業の目的 公平性・透明性・競争性を高め、効率的な入札契約事務を行うことを目的とする。

(1) 事業の実施内容(令和2年度)

○入札、見積合わせの執行から契約にいたるまでの一連の事務（入札公告,入札執行,契約締結）
　指名競争入札　209件（うち電子入札112件）
　随意契約　　　220件
　変更契約　　　 86件

○入札参加資格者名簿に関する事務
　建設工事及び建設コンサルタント業務（随時受付）1,454件
　物品等　36件　（令和3年度分随時受付）

(2) 事務事業実施にかかるコスト （単位:円）

  施策体系

行政分野 ⑩都市経営 施策分類 1行政運営

総合計画上の施策名 簡素で柔軟な行政運営（サービス）

施策名(評価単位) 総務事務の執行、市有財産の適正管理

 事務事業評価表（内部管理事務）
2

1.事務事業の概要

  事務事業名
11-
14

入札契約事業
担当課 総務課

作成者 高井　宏和
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(3)

3.事務事業の実績

前年度比　         （％）

国・県支出金

市債

その他特定財源

一般財源

前年度比（％）

①

②

③

④

7.事業の総合評価及び今後の方向性 所属長氏名 西部　睦人

　引き続き評価結果を公表し、市民からの意見を徴取し、市民ニーズに応えられるように適正な評価及び業務改善に向けた職員の意識改革を進めま
す。また、今後もよりいっそう評価結果を活用した予算配分ができるよう意識改革を進めます。
　なお、第6次総合計画との整合性を図りつつ、今後も統一した評価基準により適正に評価が実施できるよう職員研修及びヘルプデスクを実施しま
す。

今後の方向性 １．継続 （１．継続　　２．廃止　　３．完了　　４．統合）

　施策評価及び事務事業評価の結果をホームページに公表していますが、市民等からの反応は少なく、今後は、広く施策等の意見を求めていくよう
取り組む必要があります。また、評価結果が実施計画や予算編成へ反映していない部分もあり、全てが反映できるよう仕組みづくりが必要です。

6.具体的な改善内容 改善時期 令和3年4月

　第5次総合計画後期基本計画に基づき、令和２年度評価がスムーズに実施できるよう評価対象及び評価項目の精査をしました。これにより実施計
画及び予算編成で活用が可能となりました。

他自治体との比較、市民ニーズを踏まえサービスの水準を見直

す必要がないか
Yes 1 No

5.評価・課題

民間の事業（サービス）との競合はなかったか Yes 1 No

国や県の事業（サービス）との重複はなかったか Yes 1 No

4.妥当性評価　（「No」となった場合には、その理由を「5.評価・課題」に記載すること。） 評価 A

(4) 成果指標

公表した施策評価件数

総合計画の体系の中で類似・重複した事務事業はないか Yes 1 No

達成度　（％） 100.0% 100.0% 100.0%

目標値 40 40 40

実績値 40 40 40

市民に公表した施策評価件数

目標値の設定方針 施策評価件数の固定化

平成30年度実績

40

＋

指標説明

令和元年度実績 令和2年度実績 令和3年度見込

単位： 件 評価：指標名

令和3年度見込

実績値 243 244 242 242

(3) 活動指標

指標名 事務事業評価表の件数 単位： 件

指標説明 事務事業評価の実施件数

平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績

100.3% 100.8% 131.2%

 ⑤ コストに関する増減理由
　　（R２年度実績、R３年度見込）

令和3年度より第6次総合計画がスタートすることに伴い、令和3年度評価を第6次総
合計画との整合性を図るための準備に係る委託費用が増加しました。

2,573,400 2,590,500 2,590,500 3,399,000

 ④ 活動一単位当たりコスト 10,590.1 10,616.8 10,704.5 14,045.5

0 0 0

0 0 0 0

100.7% 100.0% 131.2%

財源内訳

0 0 0 0

0

 ② 人件費 1,650,000 1,650,000 1,650,000 1,650,000

 ③　合計コスト　①＋② 2,573,400 2,590,500 2,590,500 3,399,000

区分 平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績 令和3年度見込

 ① 直接事業費 923,400 940,500 940,500 1,749,000

2.事務事業の目的
市民ニーズに基づいたサービスを効果的、効率的に提供するため、行政経営の効果について目
標を明確にし客観的な評価を行い、評価結果を次の行政経営の企画立案、実施に反映します。

(1) 事業の実施内容(令和2年度)

○行政評価制度研修（8月12日）
　施策評価及び事務事業評価を対象とした行政評価研修を実施（受講者数19人）しました。
○事務事業及び施策評価表の作成（8月～9月）
　各所属毎に令和元年度事業分の事務事業評価（245件）及び施策評価（40件）を実施しました。
○ヘルプデスクの実施（メールによる実施）
　施策評価について有限責任監査法人トーマツによる指導・助言を受けました。
○新年度予算編成への活用
　施策評価・事務事業評価の結果を3年度予算編成時の判断材料としました。

 (2) 事務事業実施にかかるコスト （単位:円）

  施策体系

行政分野 ⑩都市経営 施策分類 2財政運営

総合計画上の施策名 総合計画運用管理と行政評価の推進

施策名(評価単位) 総務事務の執行、市有財産の適正管理

 事務事業評価表（一般事業）
2

1.事務事業の概要

  事務事業名
11-
15

行政評価運営事業
担当課 総務課

作成者 辻　敦史
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(3)

3.事務事業の実績

前年度比　         

国・県支出金

市債

その他特定財源

一般財源

前年度比　         

・財産管理部署で９月頃に整備される固定資産台帳を基に早期に財務書類を作成し、新年度予算編成への活用に努めます。
・公有資産の管理適正化を図り、遊休資産については効果的な運用を行います。
・作成した財務書類を精査することで、分析方法を明確にし資産整備等の検討材料としての活用を目指します。

6.事業の総合評価及び今後の方向性 所属長氏名 西部　睦人

・精度を高めるとともに、市民に分かりやすいような開示が必要です。
・財務書類４表を分析・検証し、美濃市の経営改革に積極的に取り組んでいきます。
・市有財産の整理と固定資産台帳の更新が必要です。

今後の方向性 １．継続 （１．継続　　２．廃止　　３．完了　　４．統合）

4.評価・課題

・平成29年度（平成28年度決算）より、統一的な基準による財務書類４表を作成しましたが、具体的な比較分析等に至っていません。
　書類の有効活用に向けて各表の分析方法を確立することを課題とし、引き続き全国の市町村と比較可能な財務書類の作成を行っていきます。
・固定資産台帳を適宜更新することで正確な資産の把握及び公表が必要です。今後も財産の利活用の判断資料として正確な資産状況を示す
  財務書類を作成するため財産管理部署との連携を密にする必要があります。
・現在財務４表はＨＰで公表をしていますが、施設類型毎等の詳細な分析の公表には至っていませんので、公表方法の工夫が課題となります。

5.具体的な改善内容 改善時期 令和3年4月

令和3年度見込

実績値 967,046 967,772 968,198 968,938

(3) 活動指標

指標名 公有財産（普通財産土地）の面積 単位： ㎡

指標説明 遊休資産として売却可能な土地

平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績

97.9% 100.0% 93.5%

 ⑤ コストに関する増減理由

3,646,200 3,572,000 3,572,000 3,341,000

 ④ 活動一単位当たりコスト 3.8 3.7 3.7 3.4

0 0 0

0 0 0 0

98.0% 100.0% 93.5%

財源内訳

0 0 0 0

0

 ② 人件費 525,000           525,000          525,000 525,000

 ③ 合計コスト　①＋② 3,646,200 3,572,000 3,572,000 3,341,000

区分 平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績 令和3年度見込

 ① 直接事業費 3,121,200         3,047,000        3,047,000 2,816,000

2.事務事業の目的
　新地方公会計制度の導入により、資産・コストなどを含めた財政状況の現状を把握するととも
に、公表を進め、財政の透明性を高めます。また、各財務書類の分析を進めることで、今後の各
施策への活用を検討する。

(1) 事業の実施内容(令和2年度)
　統一的な基準による地方公会計に基づく財務書類４表（貸借対照表、行政コスト計算書、純資
産変動計算書、資金収支計算書）について、監査法人の指導・助言のもと、普通会計、公営企業
会計、一部事務組合、土地開発公社の連結による作成・公表を実施しました。

(2) 事務事業実施にかかるコスト （単位:円）

  施策体系

行政分野 ⑩都市経営 施策分類 2 財政運営

総合計画上の施策名 安定した健全財政の運営

施策名(評価単位) 総務事務の執行、市有財産の適正管理

 事務事業評価表（内部管理事務）
2

1.事務事業の概要

  事務事業名
11-
16

新地方公会計事業
担当課 総務課

作成者 岡田　元輝
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(3)

3.事務事業の実績

前年度比　         

国・県支出金

市債

その他特定財源

一般財源

前年度比　         

 事務事業評価表（内部管理事務）

2

1.事務事業の概要

  事務事業名
11-
17

市有財産管理事業
担当課 総務課

作成者 河合健成

  施策体系

行政分野 ⑩都市経営 施策分類 2財政運営

総合計画上の施策名 市有財産の適正管理

施策名(評価単位) 総務事務の執行、市有財産の適正管理

2.事務事業の目的
市有財産の維持管理及び有効活用
市有財産の適正な取得及び処分

(1) 事業の実施内容(令和2年度)

○普通財産取得　　　 【土地・建物】
○普通財産処分　　　 【土地・建物】
○行政財産取得・処分 【土地・建物】
○市有財産土地の草刈
○市有財産の貸付(土地97件、建物3件)

○借地料の支払　(土地85件、建物1件)

○市有財産(建物)警備業務

(2) 事務事業実施にかかるコスト （単位:円）

区分 平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績 令和3年度見込

 ① 直接事業費 25,579,924        20,515,162 26,961,317 25,491,000

 ② 人件費 3,150,000         3,150,000 3,300,000 3,300,000

 ③ 合計コスト　①＋② 28,729,924 23,665,162 30,261,317 28,791,000

82.4% 127.9% 95.1%

財源内訳

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

28,729,924 23,665,162 30,261,317 28,791,000

 ④ 活動一単位当たりコスト 6.3 4.2 #DIV/0! 2.9

66.4% #DIV/0! #DIV/0!

 ⑤ コストに関する増減理由
令和2年度は土地売却が無かったため、単位コストが算定不能になりました。また、公共施設
個別施設計画の策定委託の業務委託により事業費が増額しています。

(3) 活動指標

指標名 市有財産の売払収入 単位： 円

指標説明 不動産の売払収入額

平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績 令和3年度見込

実績値 4,557,660         5,654,000 -                10,000,000

4.評価・課題

令和2年度は財産の処分に至りませんでしたが、今後も処分が可能な土地を調査し入札を実施する等、未利用地の処分を進めていきます。
老朽が進む公共施設等について、状況を把握し、長期的な視点で計画的に更新・統廃合・長寿命化の検討が必要です。

5.具体的な改善内容 改善時期 令和3年4月

・普通財産の測量、鑑定、立会等を進めて市有地として適正な状態にして適切な価格で入札を行い処分を進めていきます。
・隣接する土地所有者や、市と賃貸借契約を結んでいる賃借人等と、随意契約による普通財産の処分を進めていきます。
・平成28年度に策定した「美濃市公共施設等総合管理計画」に基づき、計画的に施設等の管理を進めていきます。
・財産台帳及び固定資産台帳を作成しましたので、引き続き整備を行います。

6.事業の総合評価及び今後の方向性 所属長氏名 西部睦人

　令和2年度には土地等の処分には至りませんでしたが、引き続き、未利用地の調査を行い普通財産の売却をすすめていきます。
　市有財産の適正な維持管理のための財産台帳及び資産管理・評価を把握するための固定資産台帳の管理を行っていきます。
　更新・統廃合・長寿命化等を計画的に長期的な視点での公共施設個別施設計画を策定します。

今後の方向性 １．継続 （１．継続　　２．廃止　　３．完了　　４．統合）
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(3)

3.事務事業の実績

前年度比　         

国・県支出金

市債

その他特定財源

一般財源

前年度比　         

 事務事業評価表（内部管理事務）
2

1.事務事業の概要

  事務事業名
11-
18

公用車管理事業
担当課 総務課

作成者 河合健成

  施策体系

行政分野 ⑩都市経営 施策分類 2財政運営

総合計画上の施策名 市有財産の適正管理

施策名(評価単位) 総務事務の執行、市有財産の適正管理

2.事務事業の目的 公用車の適正な維持管理及び運用

(1) 事業の実施内容(令和2年度)

・公用車点検の実施（年４回）
・担当部署への車検通知
・車検整備費用等の支払
・車両保険の加入、解約、支払

(2) 事務事業実施にかかるコスト （単位:円）

区分 平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績 令和3年度見込

 ① 直接事業費 23,020,202        17,238,376       16,948,492 20,305,000

 ② 人件費 3,825,000         3,825,000        3,825,000 3,825,000

 ③ 合計コスト　①＋② 26,845,202 21,063,376 20,773,492 24,130,000

78.5% 98.6% 116.2%

財源内訳

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

26,845,202 21,063,376 20,773,492 24,130,000

 ④ 活動一単位当たりコスト 227,501.7 178,503.2 176,046.5 202,773.1

78.5% 98.6% 115.2%

 ⑤ コストに関する増減理由

(3) 活動指標

指標名 公用車管理台数 単位： 台

指標説明

平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績 令和3年度見込

実績値 118               118              118 119

4.評価・課題

　老朽の著しい車両をコストの低い車両へ買い換えることで、維持管理や購入コストの軽減を図りました。また、使用頻度の少ない車両を減ら
す等、公用車の適正配置に努めました。法定点検、３ヶ月点検の確実な実施により、整備不良の早期発見、事故の未然防止、修繕費等の抑制に
つなげました。

5.具体的な改善内容 改善時期 令和3年4月

・車両更新時には、経済性が高く環境負荷が少ない車種を選択し、維持管理等のコストを削減します。
・使用頻度の少ない車両の異動及び処分により、適正な公用車配置を行います。
・交通法令講習会を開催し、交通安全への意識向上と公用車の適正利用を啓発・指導します。

6.事業の総合評価及び今後の方向性 所属長氏名 西部睦人

　公用車の買い換えの際、単に車両価格のみで選ぶのではなく、ハイブリット車などを選定することで、維持コストの削減に努めます。また、
使用頻度の低い車を処分し各課間での再配置をすることによって、公用車の適正運用に繋がりました。今後も、全体的かつ長期的な視点から車
両の更新に努めていきます。
　公共交通機関が脆弱な当市においては、公用車は公務を迅速かつ効率的に遂行するために重要な役割を担っています。これからも定期メンテ
ナンスの実施、安全運転への意識向上、適正利用の徹底など公用車を十分活用できるように取り組みます。

今後の方向性 １．継続 （１．継続　　２．廃止　　３．完了　　４．統合）
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(3)

3.事務事業の実績

前年度比　         

国・県支出金

市債

その他特定財源

一般財源

前年度比　         

 事務事業評価表（内部管理事務）
2

1.事務事業の概要

  事務事業名
11-
19

庁舎施設管理事業
担当課 総務課

作成者 河合健成

  施策体系

行政分野 ⑩都市経営 施策分類 2財政運営

総合計画上の施策名 市有財産の適正管理

施策名(評価単位) 総務事務の執行、市有財産の適正管理

2.事務事業の目的 本庁舎及び分庁舎の適正な維持管理

(1) 事業の実施内容(令和2年度)

内線電話移設修繕
防災・中央コミュニティセンター身障者用トイレ修繕
高濃度PCB廃棄物処理委託
熱交換器整備
消防用設備等保守点検
エレベーター保守点検
美濃市庁舎エレベーター改修工事

(2) 事務事業実施にかかるコスト （単位:円）

区分 平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績 令和3年度見込

 ① 直接事業費 65,245,897        77,499,843 70,473,795 76,399,000

 ② 人件費 3,750,000         3,750,000 3,900,000 3,900,000

 ③ 合計コスト　①＋② 68,995,897 81,249,843 74,373,795 80,299,000

117.8% 91.5% 108.0%

財源内訳

0 0 0 0

0 0 0 0

12,960,000 15,000,000 10,000,000 0

56,035,897 66,249,843 64,373,795 80,299,000

 ④ 活動一単位当たりコスト 4,506.0 5,327.2 5,269.5 5,143.7

118.2% 98.9% 97.6%

 ⑤ コストに関する増減理由

(3) 活動指標

指標名 燃料費、光熱水費 単位： 千円

指標説明 庁舎管理にかかった燃料費、光熱水費

平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績 令和3年度見込

実績値 15,312            15,252 14,114 15,611

4.評価・課題

　平成29年度より美濃市庁舎等改修基本計画を基に改修工事を行い、市役所及び防災・中央ＣＣ施設の長寿命化を進めています。
特に、設備等の老朽化が著しく、庁舎電話交換機器の更新が必要な時期になっています。
　本庁舎駐車場が狭くイベント・改修工事・会議などのたびに駐車場規制を行い対応しています。
また、非常用電源を設置していますが、すべての電力を補うことは出来ないため、引き続き節電にも対応する必要があります。

5.具体的な改善内容 改善時期 令和3年4月

　本庁舎、防災・中央コミュニティセンターの建物、機械・電気設備を整備することで防災施設としての有効利用を考えていきます。
　本庁舎を改修時に、照明器具をＬＥＤに取り替えることで節電につながり、他の電気設備維持管理を実施していきます。
　来庁者が快適に庁舎を利用できる環境及び職員の健康管理を考慮した運用とともに、安全を最優先に考え、光熱費の縮減とエコにつながる
　維持管理を実施していきます。
　また、老朽化及び損傷が著しい庁舎備品についても計画的に更新するとともに、余剰備品については処分を進めていきます。

6.事業の総合評価及び今後の方向性 所属長氏名 西部睦人

　本庁舎・防災中央コミュニティセンターについては老朽化に伴う修繕等が増加傾向にあります。
　天井、壁の耐久化などの改修や機械設備に関しても改修計画に基づき改修を行い、施設の長寿命化を図ります。

今後の方向性 １．継続 （１．継続　　２．廃止　　３．完了　　４．統合）
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(3)

3.事務事業の実績

前年度比　         

国・県支出金

市債

その他特定財源

一般財源

前年度比　         

　不必要なコピー・プリントはせず、データで保存することや裏紙の利用、事務機械室の印刷機を有効活用するよう、職員に周知徹底します。

6.事業の総合評価及び今後の方向性 所属長氏名 西部　睦人

　引き続き、適正な管理・運用を行っていくとともに、全職員が機器利用に際し効率的に利用し、できるだけ不要となる使用を控えることや消
耗品を最低限で使用するという意識を持つよう指導していきます。
　また、紙書類の一部を電子化し、全庁的にペーパレスを行い業務の効率化に取り組む必要があります。

今後の方向性 １．継続 （１．継続　　２．廃止　　３．完了　　４．統合）

4.評価・課題

　コピー枚数が増加傾向にあり、それに伴いコピー用紙の使用量も増加しています。コピーミスや簡易的な文書の不必要なコピー等、無駄なコ
ピー機の使用が課題です。

5.具体的な改善内容 改善時期 令和3年7月

令和3年度見込

実績値 1,798,682         1,774,567        2,040,832 2,113,080

(3) 活動指標

指標名 コピー機使用枚数 単位： 枚

指標説明 1年間のコピー機の使用枚数

平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績

105.8% 87.4% 111.4%

 ⑤ コストに関する増減理由

22,967,186 23,984,821 24,109,868 27,798,000

 ④ 活動一単位当たりコスト 12.8 13.5 11.8 13.2

104.4% 100.5% 115.3%

財源内訳

 ② 人件費 900,000           900,000          900,000 900,000

 ③ 合計コスト　①＋② 22,967,186 23,984,821 24,109,868 27,798,000

区分 平成30年度実績 令和元年度実績 令和2年度実績 令和3年度見込

 ① 直接事業費 22,067,186        23,084,821       23,209,868 26,898,000

2.事務事業の目的 庁内共通の適正な経費管理及び事務機器の維持管理

(1) 事業の実施内容(令和2年度)

　総務管理事務経費　　　　　　 　　　　　12,306,175円
　　・顧問弁護士への報酬　　　　・新聞等の購読料　　・封筒、親展シール印刷 　・郵便料・切手代の購入

　　・庁内のコピー機等の使用料　・タクシー使用料　　・高速道路使用料

　指定共通消耗品等関係経費　　　　　　　　　199,244円
　　・各部署で主に使用される消耗品を一括購入

　市例規集等追録経費　　　　　　　　　　　7,644,420円
　　・市例規集のデータ更新や例規集・各図書の加除による更新作業

　事務機械室機器管理経費　　　　　　　　　3,060,029円
　　・印刷機などの事務機器の維持管理・保守及び印刷用紙の確保

(2) 事務事業実施にかかるコスト （単位:円）

  施策体系

行政分野 ⑩都市経営 施策分類 2財政運営

総合計画上の施策名 市有財産の適正管理

施策名(評価単位) 総務事務の執行、市有財産の適正管理

 事務事業評価表（内部管理事務）
2

1.事務事業の概要

  事務事業名
11-
20

事務機器等管理事業
担当課 総務課

作成者 早戸　誠悟


